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１．2026年１月期第３四半期の連結業績（2025年２月１日～2025年10月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年１月期第３四半期 6,139 2.8 120 △29.3 133 △15.8 17 △82.0
2025年１月期第３四半期 5,972 1.5 170 △3.8 158 △22.4 98 5.6

(注) 包括利益 2026年１月期第３四半期 △25百万円( －％) 2025年１月期第３四半期 3百万円(△94.3％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年１月期第３四半期 3.40 －
2025年１月期第３四半期 18.88 －

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年１月期第３四半期 6,649 2,740 36.0 458.01
2025年１月期 6,397 2,902 40.1 494.28

(参考) 自己資本 2026年１月期第３四半期 2,391百万円 2025年１月期 2,567百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年１月期 － 0.00 － 40.00 40.00
2026年１月期 － 0.00 －
2026年１月期(予想) 40.00 40.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2026年１月期の連結業績予想（2025年２月１日～2026年１月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 8,600 8.4 500 273.3 500 299.6 300 786.5 57.75

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2026年１月期３Ｑ 5,500,000株 2025年１月期 5,500,000株

② 期末自己株式数 2026年１月期３Ｑ 279,517株 2025年１月期 305,115株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年１月期３Ｑ 5,203,401株 2025年１月期３Ｑ 5,194,909株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
上記の業績予想は、現時点において、入手可能な情報及び将来の業績に与える不確定要因を前提としております。

従って、実際の業績は内外の状況により異なる結果となる場合がありますのでご承知おきください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当社グループは、日本で初めて大阪万博が開催された1970年８月に設立し、大阪・関西万博が開催中の2025年

８月に創立55周年を迎えました。この節目を機に、当社の企業目的は大きな転換点を迎えております。その背景

には、大阪・関西万博において当社設置の無料給水機により、想定を大きく上回る成果が生まれたことがありま

す。万博協会の発表によれば、会場内のゴミ排出量が当初想定よりも約50％削減されました。これは、当社が５

年前から啓発してきた「プラスチックごみ削減」の取り組みが、国の掲げる循環型社会の実現に直接貢献できる

ことを示す成果であり、今後の新たな社会的使命を示しております。

マイクロプラスチックやナノプラスチックによる環境・人体への影響は、喫緊かつ長期的な視点で取り組むべ

き社会課題とされており、呼吸や海産物の摂取を通じて人体に取り込まれ、分解されずに蓄積する懸念が指摘さ

れております。このような状況の中、我が国は2040年までに「追加的なプラスチック汚染ゼロ」を目指す国際条

約締結を推進しております。

また、地球温暖化の進行による熱中症リスクの高まりを受け、政府は2030年までに熱中症死亡者数半減を目標

としております。その中で、今年６月の労働安全衛生法改正により熱中症対策が義務化されました。

これらの社会課題に対し、従来より当社が掲げてきた「OSGの強みを活かして社会の課題を解決していく」とい

う企業姿勢が改めて確認されました。

以上を踏まえ、創立55周年を機に、国家的かつ国際的な課題解決に資する事業領域及び製品・サービスを展開

する当社としては、上記の課題に対して社社社社社会会会会会的的的的的投投投投投資資資資資ををををを強強強強強化化化化化すすすすするるるるる経営方針を打ち出しました。今後、10年先を見

据えた長期ビジョンでこの課題に取り組むとともに、「「「「「111110000000000年年年年年企企企企企業業業業業」」」」」ををををを目目目目目指指指指指ししししし、、、、、新新新新新たたたたたななななな食食食食食分分分分分野野野野野ののののの市市市市市場場場場場構構構構構築築築築築

にも注力してまいります。

当社グループの当第３四半期連結累計期間の経営成績は、売上高6,139,731千円（前年同四半期比2.8％増）、

営業利益120,747千円（同29.3％減）、経常利益133,306千円（同15.8％減）、親会社株主に帰属する四半期純利

益17,685千円（同82.0％減）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益の大幅な減少につきましては、

特別損失として、創立記念関連費用52,146千円及び新工場建設に伴う固定資産除却損36,521千円の計上が主な要

因となります。これらは事業基盤強化と企業価値向上を目的とした臨時的な損失であり、長期的な成長に資する

ものになります。

各セグメントの経営成績は次のとおりであります。

（水関連機器事業）

無料給水機無料給水機無料給水機無料給水機無料給水機ははははは「「「「「万博会万博会万博会万博会万博会場場場場場」」」」」かかかかかららららら「「「「「市町市町市町市町市町村村村村村」」」」」への社会的投への社会的投への社会的投への社会的投への社会的投資資資資資。。。。。

全国1,700を超える市町村に対し、長期的な視野に立って啓発活動を進めてまいります。本取り組みは、「熱中

症対策」に加え、新たな目的である「廃プラスチック問題が未来に引き起こす社会的課題」に対する第一歩とな

るものです。

既に自治体や学校施設からの受注拡大に繋がるなど、先行受注として確かな成果を得ております。しかしなが

ら、万博後の関連需要の導入時期が後ろ倒しになったことに加え、大口案件の納入時期が計画より遅延したこと

により、売上寄与は限定的となりました。

この結果、売上高1,697,402千円（同3.3％減）、営業損失69,079千円（前年同四半期は106,801千円の営業利

益）となりました。

（メンテナンス事業）

メンテナンス事業は、創立以来55年にわたるリカーリングビジネスとして、「お取り付け頂いたその日から末

永いお付き合いが始まる」というポリシーのもと、当社独自の仕組みである、「製品設置後も１軒１軒のお客様

宅及び設置先に訪問してメンテナンスを実施する」という強みを活かし、安定した収益基盤を構築しておりま

す。

当第３四半期連結累計期間においては概ね計画通り推移しており、売上高1,556,124千円（同3.1％増）、営業

利益284,800千円（同0.4％増）となりました。
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（ＨＯＤ（水宅配）事業）

ＨＯＤ（水宅配）事業につきましては、リアルイベントの増加や例年以上の猛暑、さらに労働安全衛生法改正

による職場での熱中症対策強化を背景に、ボトルドウォーターやロイヤルティなどのストック収益が順調に推移

いたしました。今後も水分補給の重要性を啓発し、需要拡大に努めてまいります。

以上の結果、売上高1,063,142千円（同4.9％増）、営業利益37,243千円（同3.3％増）となりました。

（ＦＯＯＤ事業）

ＦＯＯＤ事業は、「「「「「111110000000000年年年年年企企企企企業業業業業」」」」」ををををを目目目目目指指指指指ししししし、、、、、新新新新新たたたたたななななな食食食食食分分分分分野野野野野ののののの市市市市市場場場場場構構構構構築築築築築ににににに向向向向向けけけけけたたたたた投投投投投資資資資資期期期期期間間間間間です。現在、

当事業はベーカリー部門と中華総菜の製造・販売部門で構成されております。

ベーカリー部門においては、国内では「銀座に志かわ」が従来の「食パン専門店」業界のレッドオーシャンか

らの改善が進んでおります。新業態「GINZA NISHIKAWA COFFEE ROASTERY」の新規出店も順調に進んでおります。

「SAKImoto Bakery」では、予想を上回る実績をあげております。海外では、９月に中国初の食パン専門店レスト

ラン「銀座に志かわ・興業太古滙店」をオープンし、上海にモデルとなる３店舗の投資を完了いたしました。今

後は中国全土でのFC展開を計画しております。中華総菜の製造・販売部門では、新工場の本格稼働により、従来

の取引先に加え、ホテル・レストラン市場への販路拡大を進めております。屋号「元祖五十番神楽坂本店」のFC

展開も計画しております。

以上の結果、売上高1,857,203千円（同8.1％増)、営業損失126,653千円（前年同四半期は249,902千円の営業損

失）と改善いたしました。

（２）財政状態に関する説明

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は3,986,162千円となり、前連結会計年度末に比べ151,672千円

減少いたしました。これは主に原材料及び貯蔵品が48,896千円、商品及び製品が23,677千円増加しましたが、現

金及び預金が108,659千円、受取手形が53,689千円、流動資産その他が52,025千円減少したこと等によるものであ

ります。固定資産は2,663,084千円となり、前連結会計年度末に比べ403,020千円増加いたしました。これは主に

有形固定資産が370,722千円増加したこと等によるものであります。

この結果、総資産は、6,649,247千円となり、前連結会計年度末に比べ251,347千円増加いたしました。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は2,762,340千円となり、前連結会計年度末に比べ140,821千円

増加いたしました。これは主に契約負債が102,948千円減少しましたが、支払手形及び買掛金が86,645千円、短期

借入金が82,500千円、賞与引当金が60,672千円増加したこと等によるものであります。固定負債は1,146,348千円

となり、前連結会計年度末に比べ272,370千円増加いたしました。これは主に固定負債その他が31,131千円、繰延

税金負債が16,494千円減少しましたが、長期借入金が211,371千円、リース債務が94,781千円、資産除去債務が

15,590千円増加したこと等によるものであります。

この結果、負債合計は3,908,688千円となり、前連結会計年度末に比べ413,192千円増加いたしました。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は2,740,558千円となり、前連結会計年度末に比べ161,844千

円減少いたしました。これは主に非支配株主持分が14,847千円、利益剰余金が16,302千円増加しましたが、資本

剰余金が208,494千円減少したこと等によるものであります。

この結果、自己資本比率は36.0％（前連結会計年度末は40.1％）となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想につきましては、2025年３月14日の決算短信で公表いたしました通期の連結業績予想に変更はあ

りません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(令和７年１月31日)

当第３四半期連結会計期間
(令和７年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,364,691 2,256,032

受取手形 144,161 90,471

売掛金 683,248 673,438

商品及び製品 325,806 349,483

原材料及び貯蔵品 390,657 439,554

その他 240,059 188,033

貸倒引当金 △10,789 △10,851

流動資産合計 4,137,834 3,986,162

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,557,572 1,888,233

減価償却累計額 △988,256 △1,031,515

建物及び構築物（純額） 569,315 856,717

機械装置及び運搬具 136,358 224,695

減価償却累計額 △103,988 △113,155

機械装置及び運搬具（純額） 32,369 111,540

土地 723,955 723,955

建設仮勘定 16,547 1,450

その他 641,371 679,301

減価償却累計額 △562,684 △581,366

その他（純額） 78,687 97,935

有形固定資産合計 1,420,876 1,791,599

無形固定資産

ソフトウエア 46,028 70,613

借地権 178,000 178,000

その他 52,680 16,803

無形固定資産合計 276,709 265,417

投資その他の資産

投資有価証券 1,144 36,383

長期預金 7,000 7,000

長期貸付金 3,918 3,918

繰延税金資産 96,976 114,982

保険積立金 303,828 311,543

その他 198,977 181,713

貸倒引当金 △49,365 △49,473

投資その他の資産合計 562,479 606,068

固定資産合計 2,260,064 2,663,084

資産合計 6,397,899 6,649,247
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(単位：千円)

前連結会計年度
(令和７年１月31日)

当第３四半期連結会計期間
(令和７年10月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 287,206 373,851

短期借入金 1,412,500 1,495,000

１年内返済予定の長期借入金 61,412 98,287

リース債務 6,899 17,635

未払法人税等 110,720 38,273

契約負債 298,268 195,319

賞与引当金 33,114 93,787

資産除去債務 15,961 15,082

その他 395,435 435,103

流動負債合計 2,621,518 2,762,340

固定負債

長期借入金 109,733 321,105

リース債務 22,322 117,104

繰延税金負債 21,901 5,407

役員退職慰労引当金 169,002 170,737

退職給付に係る負債 247,297 243,815

資産除去債務 117,578 133,168

その他 186,141 155,010

固定負債合計 873,978 1,146,348

負債合計 3,495,496 3,908,688

純資産の部

株主資本

資本金 601,000 601,000

資本剰余金 689,799 481,305

利益剰余金 1,342,494 1,358,796

自己株式 △137,555 △126,027

株主資本合計 2,495,738 2,315,073

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 432 －

為替換算調整勘定 71,543 75,949

その他の包括利益累計額合計 71,976 75,949

非支配株主持分 334,687 349,535

純資産合計 2,902,402 2,740,558

負債純資産合計 6,397,899 6,649,247
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間
(自 令和６年２月１日
至 令和６年10月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 令和７年２月１日
至 令和７年10月31日)

売上高 5,972,544 6,139,731

売上原価 2,425,023 2,544,363

売上総利益 3,547,520 3,595,367

販売費及び一般管理費 3,376,642 3,474,619

営業利益 170,877 120,747

営業外収益

受取利息 440 2,038

為替差益 － 3,999

助成金収入 1,440 145

違約金収入 1,641 －

受取補償金 195 1,111

協賛金収入 38,650 －

その他 5,356 26,572

営業外収益合計 47,724 33,867

営業外費用

支払利息 6,168 14,235

支払手数料 931 918

為替差損 682 －

減価償却費 662 725

イベント費用 41,461 －

その他 10,462 5,428

営業外費用合計 60,368 21,308

経常利益 158,234 133,306

特別利益

固定資産売却益 2,000 829

投資有価証券売却益 5,913 －

事業譲渡益 － 11,000

特別利益合計 7,913 11,829

特別損失

減損損失 7,769 9,870

固定資産除却損 3,305 37,843

和解金 5,500 －

創立記念関連費用 － 52,146

特別損失合計 16,574 99,860

税金等調整前四半期純利益 149,573 45,275

法人税、住民税及び事業税 162,602 113,705

法人税等調整額 △13,125 △34,485

法人税等合計 149,477 79,219

四半期純利益又は四半期純損失（△） 95 △33,943

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △97,971 △51,628

親会社株主に帰属する四半期純利益 98,066 17,685
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間
(自 令和６年２月１日
至 令和６年10月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 令和７年２月１日
至 令和７年10月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 95 △33,943

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2,376 △432

為替換算調整勘定 6,233 9,018

その他の包括利益合計 3,857 8,585

四半期包括利益 3,953 △25,357

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 99,772 24,864

非支配株主に係る四半期包括利益 △95,819 △50,222
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等の注記）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 令和６年２月１日 至 令和６年10月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

水関連
機器事業

メンテナ
ンス事業

ＨＯＤ
（水宅配）

事業

ＦＯＯＤ
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 1,751,010 1,508,529 1,007,752 1,705,250 5,972,544 － 5,972,544

セグメント間の
内部売上高又は振替高

4,292 1,357 6,054 12,423 24,128 △24,128 －

計 1,755,303 1,509,887 1,013,807 1,717,674 5,996,672 △24,128 5,972,544

セグメント利益
又は損失（△）

106,801 283,563 36,042 △249,902 176,504 △5,627 170,877

(注) １．調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額△24,128千円は、セグメント間取引消去でありま

す。

(2) セグメント利益又は損失（△）の調整額△5,627千円は、セグメント間取引消去等であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 令和７年２月１日 至 令和７年10月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

水関連
機器事業

メンテナ
ンス事業

ＨＯＤ
（水宅配）

事業

ＦＯＯＤ
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 1,693,556 1,555,329 1,050,357 1,840,487 6,139,731 － 6,139,731

セグメント間の
内部売上高又は振替高

3,846 795 12,784 16,716 34,142 △34,142 －

計 1,697,402 1,556,124 1,063,142 1,857,203 6,173,873 △34,142 6,139,731

セグメント利益
又は損失（△）

△69,079 284,800 37,243 △126,653 126,310 △5,562 120,747

(注) １．調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額△34,142千円は、セグメント間取引消去でありま

す。

(2) セグメント利益又は損失（△）の調整額△5,562千円は、セグメント間取引消去等であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。
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（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 令和６年２月１日
至 令和６年10月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 令和７年２月１日
至 令和７年10月31日)

減価償却費 102,464千円 122,160千円

（重要な後発事象の注記）

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

令和７年12月11日

株式会社ＯＳＧコーポレーション

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ

大 阪 事 務 所

指定有限責任社員

業務執行社員 公認会計士 奥 村 孝 司

指定有限責任社員

業務執行社員 公認会計士 渡 邊 徳 栄

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社ＯＳＧコーポレーションの令和７年２月１

日から令和８年１月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（令和７年８月１日から令和７年10月31日ま

で）及び第３四半期連結累計期間（令和７年２月１日から令和７年10月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行っ

た。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい
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て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所

の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関

する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準

拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対

して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに

入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１

項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等

の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項

が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータ及びＨＴＭＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。


